
21.10 概要 

 
 

｢財産評価顧問｣ 平成21年改正対応版 概要(Ｖｅｒ.H21.1) 

｢財産評価顧問 Ver.H21.1｣での対応内容をご案内します。 

このプログラムは、平成20年10月1日以後の相続、遺贈または贈与により取得した財産を評価する場合にご利

用いただけます。 

※相続税の税制改正で「非上場株式等についての相続税の納税猶予の特例」が創設され、平成20年10月1

日以降の相続等に係る相続税について遡及して適用されるため、平成21年版は、評価年月日（相続開始

日）が平成20年10月1日以降の案件が当システムの対象となります。 

 
概要のバージョンの表記について 

「Ver.H21.1」のように小数点以下2桁目は省略して記載 

しています。正確なバージョンはシステム起動後の［ヘルプ］

-［バージョン情報］で確認できます。 

 

1.データの利用について 
データ移行対象バージョン・・・Ver.H20.1以降 

上記のバージョンからデータ移行が可能です。Ver.H20.1のデータは、「旧バージョンデータ読込」で移

行します。 

 

2.改正の概要 

●類似業種比準価額計算上の業種目分類の改正 

類似業種比準価額計算上の分類項目と業種目番号が改正されました。 

平成21年1月1日以後に相続、遺贈または贈与により取得した財産の評価に適用されます。 

 

《参考》国税庁のホームページ 

■類似業種比準価額計算上の業種目分類について（情報）  
http://www.nta.go. jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hy

oka/090608/01.htm

ホーム＞税について調べる＞その他法令解釈に関する情報＞財産評価目次＞

類似業種比準価額計算上の業種目分類について（情報）  

■平成 21 年分の類似業種比準価額計算上の業種目及び業種目別株価等に

ついて（法令解釈通達）  

http://www.nta.go. jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kobet

su/hyoka/090608/index.htm
ホーム＞税について調べる＞法令解釈通達＞財産評価関係  個別通達目次＞

平成 21 年分の類似業種比準価額計算上の業種目及び業種目別株価等について

（法令解釈通達）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.システムの対応内容 
Ver.H21.1での対応内容は、次のとおりです。 
●取引相場のない株式の評価 業種目変更に伴う対応 

(1)医療法人の業種目番号の変更 

第1表の1（1/4画面）で、「業種：医療法人」が選択されていた場合は、第4表（2/2画面）、第7表

（2/2画面）の業種目番号を、案件情報訂正の評価年月日（相続開始日）により切り替えて出力します。 

・平成21年1月1日以降の場合   ：「121」を出力 

・平成20年12月31日以前の場合：「116」を出力 

(2)類似業種の入力文字数の増加 

第4表（2/2画面）、第7表（2/2画面）の類似業種の入力を「全角8文字」→「全角27文字」まで入

力できるように変更しました。 
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●取引相場のない株式等の評価 第1表の2 従業員数の端数処理方法の変更および上書対応 

取引相場のない株式等の評価 第 1表の2（4/4画面）で、「3.会社規模(Ｌの割合)の判定」欄の「従業員

数」を次のように変更しました。 

(1)従業員数は、小数点第 1 位未満の端数を切り上げて計算するように変更しました。（従来は、小数点

第1位未満切り捨てで計算） 

(2)自動計算項目（黄色）から上書き可能な項目（水色）に変更しました。 

●個人情報登録 生年月日未入力の対応 

個人情報登録で「生年月日」は必須入力項目になっていましたが、未入力でも登録できるように変更

しました。 

●財産コピー機能の追加 

土地及び土地の上に存する権利の評価、市街地農地等の評価の財産一覧に＜コピー＞ボタンを追加して、

土地の財産データのコピーができるように対応しました。 

●広大地などの評価に持分割合を反映 

土地及び土地の上に存する権利の第2表（1/2画面）の広大地の評価額、大規模工場用地等の評価額、

ゴルフ場用地等の評価額に持分割合を反映させるように対応します。評価額の算出後に、持分割合を乗算

しました。（小数点以下は切り捨て） 

●土地及び土地の上に存する権利の評価 第2表「備考」欄の入力文字数の増加 

土地及び土地の上に存する権利の評価 第2表（2/2画面）の「備考」欄の文字数を「全角32文字×3行」

まで入力できるように変更しました。 

●市街地農地等の評価計算内容入力欄の追加（単記用） 

市街地農地等の評価（1/2画面）で、「④評価上考慮したその農地等の道路からの距離、形状等の条件に

基づく評価額の計算内容」に単記用の入力欄を追加しました。 

●定期預金・貸付信託の評価 定期積金の追加 

定期預金・貸付信託の評価で、種類の選択リストに「定期積金」を追加しました。 

●申告書への連動 広大地など持分割合を反映した地積の連動 

相続・贈与税顧問（贈与税顧問）へのデータ連動で、広大地、大規模工場用地等、ゴルフ場用地等につい

て、持分割合を反映した地積で連動するように対応しました。 

●印刷情報登録画面の追加 

「管理帳票」のシステム日付印刷の有無に対応し、印刷関連の初期値をまとめて設定できるようにしまし

た。 

●都道府県市町村一覧 市町村データの更新 

各入力画面の住所欄の入力で、＜一覧＞から表示される都道府県市町村一覧を2009年7月時点の市町村

名に更新しました。 
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4.動作環境について 

ＯＳ Windows®2000/XP/ Vista 

メモリ 
2000/XPの場合 128MB以上（256MB以上を推奨） 
Vista の場合 512MB以上（1GB以上を推奨） 

ＣＰＵ 
2000/XPの場合 400MHｚ以上（500MB以上を推奨） 
Vista の場合 800MHｚ以上（1ＧHｚ以上以上を推奨） 

ディスプレイ 
解像度:1024×768(小さいフォント)を推奨(*1) 

※Windows® XPの場合は、標準フォントかつ96DPIを使用してください。 
※Windows® Vistaの場合は、標準のスケール（96DPI）を使用してください。 

表示色 
2000の場合 Hight Color(16ビット)以上 
XP/Vista の場合 中（16ビット）以上 

ＨＤＤ 65MB以上 

最大用紙サイズ A4 

プリンター ページプリンター（ポストスクリプト対応プリンター除く） 

(*1)：800×600ドットは動作保証外です。 
 

5.プロダクトIDについて  
プログラムのセットアップ(インストール)時にはプロダクトＩＤを入力します。プロダクトＩＤは製品固有

の24桁の数字で、同一のプロダクトＩＤは存在しません。1つの製品を複数のコンピュータにセットア

ップされた場合、2台目以降では、別のプロダクトＩＤを入力されるまでプログラムの起動ができなくな

ります。 

プロダクト IDが記載されたラベルは、CD-ROMのケース(ライセンス商品の場合はライセンス使用許諾証また

はプロダクトIDのご案内ハガキ)に貼られます。詳細は改版商品に同梱のご案内(手順書)をご参照ください。 

ライセンス商品のご案内 

｢応援シリーズ｣で、同一プログラム(スタンドアロン版)を複数本使用される場合、２本目以降を割安

価格でお求めいただけるライセンス商品(及び年間プログラム保守契約)をご用意しています。 

■ライセンス商品はこんなときに最適です。 

①企業又は会計事務所内において、複数台のパソコンで使用する場合 

②本社以外の出先拠点(支社、営業所等)において使用する場合 

③会計事務所において、在宅処理や外出先処理(モバイル用途)等の所外で使用する場合 

④学校等の教育用途として使用する場合 

 
【著作権･使用許諾契約について】 

プログラムを使用するには、著作権法及び使用権許諾契約により、１台のコンピュータにつき１ライセンス

の使用許諾が必要です。 
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